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主催　日本弁護士連合会
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山　口　宏　弥　氏（元日本航空機長）
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日本の空の主権を制約・侵害し、
人権も侵害する

米軍の空域と訓練飛行など軍事
活動、その法的根拠の問題点

吉⽥敏浩

2021年4⽉3⽇

1．米軍は日本の空を自由勝手に軍事利用している

A. 防衛省によると、地位協定にもとづくとされる米軍の訓練空域は
２８ヵ所（沖縄とその周辺に２０ヵ所、九州・四国・本州周辺に8ヵ所
で主に海の上空）。本来なら、米軍機はこれらの空域内で訓練を
すべきである。

B．ただ地位協定には訓練空域に関する明文の規定はない。
これら訓練空域は地位協定第２条にもとづいて提供される

「施設・区域」（基地）とは異なり、日本の領空外の公空にま
で広く設定されている。その法的根拠は曖昧である。

【吉田敏浩氏作成資料】
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Ｃ．しかし、日本政府は容認している。『日米地位協定の考え方・
増補版』（琉球新報が入手してスクープした外務省機密文書）
では、「安保条約の目的に照らして米軍の訓練を許容すると同時
に、一般航空交通の安全のために一定の空域を画定し、米軍の
訓練を右空域に限定しているものである」と説明。地位協定に法
的根拠がないので、安保条約を持ち出して拡大解釈している。米
軍の特権を認めるための常套手段。

D. 米軍の訓練空域は民間航空機の安全な運航の妨げとなっている。
民間機のパイロットによると、民間機の定期便ルートの幅が狭め
られ、雷雲など悪天候を回避する際の大きな障害となっている。
雷雲を避けるためにルートをそれて、一時的に訓練空域を通過し

たくても、米軍機が訓練中だと入れない。仕方なく雷雲を突き
抜けて飛ばざるをえない。機体が揺れ、落雷や雹による機体の破
損などの危険もあって大変だ。

E. また、気象状態の如何にかかわらず、はじめから訓練空域を避け

て遠回りせざるをえない定期便ルートもある。

F. 米軍の訓練空域は告示され、国土交通省航空局の航空路誌
（AIP：航空機の安全な運航に必要な各種の情報を収録）や航空図に

も明記。厳密にいうと地位協定に明文規定はないが、一応米軍のた
めに設定された訓練空域（施設・区域）と位置づけられる。

G. 本来なら米軍機はこらの空域内で訓練をすべき。しかし米軍

機は日本全国の空で自由勝手に訓練飛行をする。地位協定上の法
的根拠もなく、北海道から沖縄まで全国各地に、判明しただけで
も８本の低空飛行訓練ルートと、さらにそれ以外のルート、ま
た関東から中部にかけての飛行訓練エリアを設定。米軍が航空
管制を握る横田空域・岩国空域、自衛隊の訓練空域でも訓練飛
行をする。

【吉田敏浩氏作成資料】
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H. ８本の低空飛行訓練ルートと、さらにそれ以外のルート、
関東から中部にかけての飛行訓練エリアは、告示もされず、航
空路誌や航空図にも記載されていない。

横田空域・岩国空域、自衛隊の訓練空域は航空路誌や航空
図に記載されている。

I. しかし、米軍機はこれらのルート、エリア、空域に限らず、全
国各地の空を勝手放題に飛び回って訓練飛行をしているのが実
態である。

【吉田敏浩氏作成資料】
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２．法的根拠のない米軍の訓練空域外の訓練飛行

A. 日本政府は米軍の訓練空域（施設・区域）外での訓練飛行につい
て、射爆撃を伴わなければ認められるとの見解を示す。

B．地位協定第５条は、米軍の施設・区域（基地や演習場や訓練
空域）への出入り、それらの間の移動、施設・区域と日本の港や
飛行場との間の移動は認めているが、移動中の訓練まで認めたわ
けではない。従って地位協定には、米軍の施設・区域外での訓練
飛行の法的根拠となる規定はない。ところが、日本政府は次のよ
うな強引な解釈をして、認めている。

C.「地位協定に具体的に書いていないけれども、施設・区域の中でな
ければできないとは考えていない。法的根拠は、安保条約及び地位
協定にもとづいて米軍の駐留を認めているという一般的な事実だと
考えられる」（１９８７年８月２４日、衆議院安全保障特別委員会
外務省・斉藤邦彦条約局長）

D.つまり、地位協定上の法的根拠はないが、一般論として、米軍駐留
を認めた安保条約と地位協定の趣旨からして問題はなく、認められ
るというのである。
しかし、これは拡大解釈。もちろん安保条約で認められた米軍の日
本駐留は、訓練飛行などの軍事活動を前提としている。だからこそ
そのために地位協定によって施設・区域を提供。施設・区域外でも
飛行訓練などをしていいのなら、訓練空域を提供した意味がない。
施設・区域外での訓練は主権侵害。

【吉田敏浩氏作成資料】
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３．米軍の軍事的ニーズに合わせて拡大解釈

A.１９７０年代までは、米軍による施設・区域外での訓練飛行などは
認めないのが、日本政府の見解だった。例えば次のような国会答
弁もある。

「〔米軍は〕上空に対しても、その区域内で演習をする。こういう取
り決めになっている」（１９６０年５月１１日、衆議院日米安全保障
条約等特別委員会、防衛庁・赤城宗徳長官）
「米軍に提供すべき施設・区域は、すべて〔日米〕合同委員会による

合意を要するわけであるから、そういうふうに提供された施設・区
域以外のものを米軍が使用することはできない」（１９７５年２月
２５日、衆議院予算委員会、外務省・山崎敏夫アメリカ局長）

Ｂ．１９７５年３月３日の予算委員会では、時の首相までもがこう
明言した。

「地位協定にある区域の中に入っていないところで演習することは、
安保条約の趣旨からして、これは違反であると言えば違反というこ
とになる」（三木武夫総理大臣）

Ｃ．しかし、１９８０年代になって米軍が、敵の対空レーダーをかい
くぐって低空で侵入する技量を磨くため、日本各地で低空飛行訓
練をするようになると、政府は１８０度見解を変える。一般論と
して安保条約の趣旨を持ち出し、射爆撃などを伴わなければ施設
・区域外での訓練を認めた。以来、この見解を維持している。

【吉田敏浩氏作成資料】
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Ｄ．米軍の軍事的ニーズに合わせて既成事実を追認するため、安保
条約・地位協定を拡大解釈。「米軍の駐留を認めているという
一般的な事実」という曖昧な要素を法的根拠とするのは、こじ
つけ。これでは、地位協定の条文で駐留軍としての米軍の権利
・法的地位を具体的に定めた意味がなくなってしまう。

Ｅ．前出の外務省条約局長の答弁に、「一般的な事実だと考えられ
る」とあるように、あくまでも外務官僚がそう考えてひねり出した
解釈にすぎない。不当なものである。

Ｆ．これが米軍に対し新たな特権を容認してゆく日本政府の基本的
パターン。この施設・区域外での低空飛行訓練が端的に示すように、
米軍は自らの軍事的ニーズ次第で安保条約・地位協定を守らないの
が実態である。

Ｇ．そして１９９９年に日米合同委員会（日本の高級官僚と在日米軍の
高級軍人から成る密室の協議機関）で、低空飛行訓練は「米軍の戦闘
即応体制を維持するために必要」なものと認める合意（「在日米軍に
よる低空飛行訓練について」をした。

H. この合意で米軍は、日本の航空法が定めた最低安全高度（人口密集
地では航空機を中心に水平距離６００メートルの範囲内で最も高い障
害物（建築物）の上端から３００メートル、それ以外の場所では地面
や水面から１５０メートル）を守ると表明。しかし、順守していない。
米軍に対して最低安全高度などの規定の適用除外の特権を認めた、地
位協定の実施に伴う航空法特例法があるから。

I. また米軍は、人口密集地域や学校・病院など公共の安全に関わる施設
には妥当な考慮を払うとも表明。だが、それらの上空も飛んでいる。

【吉田敏浩氏作成資料】
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J. 基地周辺や訓練飛行ルート下の住民に対して、騒音被害や墜落事
故などの危険をもたらしている。人権を侵害している。
このような低空飛行訓練などを米軍は、アメリカでは人家のない広
大な演習場でおこなっている。米軍のダブルスタンダード。

K. これまで米軍機の低空飛行訓練中の墜落事故なども起き、搭乗員
が死亡したりしている。主な事故、被害を次の表にまとめた。

【吉田敏浩氏作成資料】
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４．首都圏の空を覆う横田空域、米軍は戦争のための訓練エリア
として利用

Ａ． 横田進入管制区（ヨコタ・レーダー・アプローチ・コント
ロール）といい、横田ラプコンと略される横田空域。東京、神
奈川、埼玉、群馬、栃木、福島、新潟、長野、山梨、静岡の１
都９県に及ぶ広大な地域の上空に、最高約７０００メートル～
約２４５０メートルまで、地表から６段階の高度区分で立体的
に設定。日本列島の真ん中をさえぎる巨大な「空の壁」。

Ｂ．東京西部にある横田基地の米軍が航空管制を握り、民間機
の通過を制限する。羽田空港や成田空港に出入りする民間機で、
横田空域を通る定期便のルートは羽田新ルート以外にはない。

【吉田敏浩氏作成資料】
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Ｃ．航空管制の指示に従って計器飛行する大多数の民間機が、空
域内を通るには悪天候などの緊急時を除き、一便ごとに飛行計
画書を米軍に提出し、許可を得なければならない。しかし許可
されるかどうか不確かなので、定期便ルートを設定できない。

Ｄ．羽田空港を使う民間機は、急上昇して横田空域を飛び越えた
り、迂回したりする非効率的な飛行を強いられる。発着便の混
雑時には、迂回してきた着陸機が行列をなす空の大渋滞も。飛
行時間が長びき、ニアミスや衝突事故などのリスクも高まる。

Ｅ．横田空域は民間機の安全で効率的な運航を阻害する軍事空域。
日本の領空なのに、日本の航空管制が及ばず、管理できない。
空の主権を米軍によって制限・侵害されている。一種の「占領
状態」といえる。

F．「空の壁」で囲って民間機をほぼ締め出したその空域を、
米軍は横田基地を拠点にC１３０輸送機やオスプレイなどの
低空飛行訓練、パラシュート降下訓練、基地への大型輸送機
の出入りなどに利用。だから米軍は横田空域を手放さない、
全面返還しない。

G．横須賀基地を母港とする米軍の空母艦載機部隊が、２０１
８年３月に厚木基地から岩国基地に移駐するまでは、艦載機
（戦闘攻撃機）は横田空域の北部にあたる群馬県上空で激し
い低空飛行訓練・対地攻撃訓練（射爆撃は伴わない）をして
いた。

【吉田敏浩氏作成資料】
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H．山口県東部にある岩国基地の米軍が航空管制を握る岩国空
域もある。山口、島根、広島、愛媛の４県にまたがる地域の
上空を、地表から約７０００～約４３００メートルの階段状
の高度区分で覆っている。

岩国錦帯橋空港と松山空港での民間機の離着陸に岩国基地
の管制官の許可と指示が必要とされ、大分空港に着陸のため
進入する民間機が困難な飛行を強いられる高度制限を受ける
など、民間機の運航に影響が出ている。

I. 岩国空域でも米軍の戦闘攻撃機などが激しい低空飛行訓
練・対地攻撃訓練（射爆撃は伴わない）をしている。

５．世界的に異例な横田空域と岩国空域に法的根拠はあるのか

Ａ．このような外国軍隊によって広範囲に管理される空域は、
世界的にも異例。同じ第二次世界大戦の敗戦国で、米軍基地
が置かれているドイツやイタリアにもない。

Ｂ．この独立国にあるまじき事態が、なぜ続いているのか。

Ｃ．本来、日本の航空管制は航空法に基づき国土交通省の航空
管制官が行う。例外的に自衛隊基地の飛行場とその周辺の航
空管制は自衛隊に委任できる。しかし、米軍（外国軍隊）に
委任できる規定は、航空法にはない。

【吉田敏浩氏作成資料】
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Ｄ．では、なぜ米軍が横田空域や岩国空域の航空管制を握って
いるのか。マスメディアでは日米地位協定に基づくと報じら
れたりする。

Ｅ．地位協定は米軍の基地使用と軍事活動の権利、米軍人の法
的地位などを定めたものだ。しかし、その条文に両空域に関
する規定はない。

Ｆ．私は国土交通省に対し、米軍が横田空域や岩国空域で航空
管制を行う法的根拠を記した文書を、情報公開法に基づいて
開示請求したが、全面不開示だった。

G。その理由は「日米双方の合意がない限り公表されない」と
両政府間で合意しており、公表したら「米国との信頼関係が
損なわれる」からだという。

H．驚くべきことに日本政府は、主権が侵害されている大問題
の法的根拠を明らかにしない。常にアメリカの顔色をうかが
う日本政府らしい情報隠蔽だが、そうまでして隠そうとする
のは、日米合同委員会の秘密の合意に関わっているからにち
がいない。

【吉田敏浩氏作成資料】
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６．米軍優位の地位協定の構造をより強固にする裏の仕組みが
日米合同委員会の合意

Ａ．日本の高級官僚と在日米軍の高級軍人で構成。日米地位
協定の運用に関する協議機関で、その実態は謎。

日本側代表は外務省北米局長で、代表代理は法務省大
臣官房長、農林水産省経営局長、防衛省地方協力局長、
外務省北米局参事官、財務省大臣官房審議官。

アメリカ側代表は在日米軍司令部副司令官、代表代理は
在日アメリカ大使館公使、在日米軍司令部第五部長、在
日米陸軍司令部参謀長、在日米空軍司令部副司令官、在
日米海軍司令部参謀長、在日米海兵隊基地司令部参謀長。

Ｂ．それが本会議で、その下に施設・財務・調達調整・労務・出入
国・通信・周波数・民間航空・刑事裁判管轄権・民事裁判管
轄権・環境など分科委員会、建設・港湾・道路橋梁・陸上演
習場・海上演習場など部会があり、日米合同委員会と総称。

Ｃ．米軍基地・演習場の場所の決定、基地・演習場のための土地
収用、滑走路など各種施設の建設、米軍機に関する航空管制
米軍機の訓練飛行や騒音、墜落事故などの被害者への補償、
米軍が使う電波の周波数、米軍関係者の犯罪の捜査や裁判権
基地の環境汚染、基地の日本人従業員の雇用など、さまざま
な問題が協議される。

【吉田敏浩氏作成資料】
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Ｄ．分科委員会や部会では、各部門を管轄する日本政府省庁の高
級官僚たちと在日米軍司令部の高級将校たちが実務的な協議
をする。合意された事項は「勧告」や「覚書」として合同委
員会の本会議に提出、承認される。

Ｅ．通常の国際協議ではあり得ない文官対軍人の組み合わせ。ア
メリカ側は軍事優先で協議し要求を出す。米軍優位の日米地
位協定が土台にあり、米軍に有利。
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７．密室協議と議事録や合意文書の非公開、情報隠蔽

Ａ．日米合同委員会は１９５２年４月２８日の対日講和条約、
日米安保条約、日米行政協定（現地位協定）の発効ととも
に発足した。

Ｂ．本会議は毎月、隔週の木曜日午前１１時から。外務省の会
議室と、ニューサンノー米軍センター（港区南麻布にある
米軍関係者の高級宿泊施設）の在日米軍司令部専用の会議
室で、交互に開く。分科委員会や部会は各部門を管轄する
省庁や外務省、在日米軍施設で、必要に応じて開く。関係
者以外立ち入り禁止の密室での会合。
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Ｃ．議事録や合意文書は原則非公開。情報公開法による文書開
示請求をしても不開示。国会議員にさえも非公開。合意の
要旨は一部、外務省や防衛省のホームページなどで公開さ
れるが、米軍に有利な内容が削除されていたりする。

D. しかし、「日米双方の合意がない限り公表されない」と、
地位協定に明記されているわけではない。ただ、日米合同委員
会でそう取り決めているだけ。

E. 日米合同委員会では米軍（外国軍隊）に基地・演習場などを
提供するという、主権に関わる重大な問題が協議され、決定さ
れる。その提供が妥当なものか、どんな使用条件で、住民にど
んな影響が及ぶのかなど、主権者である国民・市民が主体的に
詳しく知るべき情報で、当然、公開されるべきである。
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F. 日米合同委員会の秘密合意について知るには、法務省や外務省
や最高裁などの秘密資料・部外秘資料（法務省刑事局の
『秘・合衆国軍隊構成員等に対する刑事裁判権関係実務資料』、
外務省の『無期限秘・日米地位協定の考え方・増補版』、最高裁
判所事務総局の『部外秘・日米行政協定に伴う民事及び刑事特別
法関係資料』など）、在日米軍の内部文書、アメリカ政府の解禁
秘密文書などの調査を通じて探らなければならない。

G．そして、日米合同委員会は、日本の主権を侵害し、「憲法体
系」を無視して、米軍に特権を認める様々な秘密の合意＝密約を
生み出してきたことが明らかになった。

８．日本の主権を侵害し、米軍に特権を認める日米合同委員会の
密約。その数と全貌はわからないが、わかっているだけでも以
下のとおり。

①「民事裁判権密約」（１９５２年）、米軍機墜落事故などの
被害者が損害賠償を求める裁判に、米軍側は不都合な情報は提
供しなくてもよく、そうした情報が公になりそうな場合は米軍
人・軍属を証人として出頭させなくてもいい。

②「日本人武装警備員密約」（１９５２年）、基地の日本人警
備員に銃刀法上は認められない銃の携帯をさせてもいい。

③「裁判権放棄密約」（１９５３年）、米軍関係者（米軍人・
軍属・それらの家族）の犯罪事件で日本にとっていちじるしく
重要な事件以外は第１次裁判権を行使しない。
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④「身柄引き渡し密約」（１９５３年）、米軍人・軍属の犯罪事
件で被疑者の米軍人・軍属の身柄を公務中かどうか明らかでなく
ても米軍側に引き渡す。

⑤「公務証明書密約」（１９５３年）、米軍人・軍属の犯罪事件
で米軍が発行する公務証明書を、起訴前の段階でも有効と見なし
公務中として、日本側が不起訴にする。

⑥「秘密基地密約」（１９５３年）、軍事的性質によっては米軍
基地の存在を公表しなくてもいい。

⑦「富士演習場優先使用権密約」（１９６８年）、自衛隊管理下
で米軍と自衛隊の共同使用になった富士演習場を、米軍が年間最
大２７０日優先使用できる。

⑧「航空管制委任密約」（１９７５年）、「横田空域」や「岩国
空域」の航空管制を法的根拠もなく米軍に事実上委任する。

⑨「航空管制・米軍機優先密約」（１９７５年）、米軍機の飛行
に日本側が航空管制上の優先的取り扱いを与える。

⑩「米軍機情報隠蔽密約」（１９７５年）、米軍機の飛行計画な
ど飛行活動に関する情報は、日米両政府の合意なしには公表しない。

⑪「嘉手納ラプコン移管密約」（２０１０年）、「嘉手納進入管
制空域」の日本側への移管後も、嘉手納基地などに着陸する米軍機
をアメリカ側が優先的に航空管制する。
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⑫「米軍機アルトラブ密約」（１９５９年）、民間機を締め出す空
域制限をして、米軍用の軍事空域「アルトラブ」を提供する。

なお、「 」中の密約名は、その秘密合意の本質を端的に表
すために私がつけたものである。それぞれの密約が記された合意文
書には、ごく事務的な名称がつけられている。たとえば「航空管制
委任密約」と「航空管制・米軍機優先密約」の場合は、「航空交通
管制に関する合意」というようにである。

９．米軍に「横田空域」などの航空管制を事実上委任する
「航空管制委任密約」

Ａ．その存在は、１９８３年作成の外務省機密文書『日米地位
協定の考え方・増補版』（地位協定の具体的な運用を解説し
た外務官僚用の裏マニュアル。『琉球新報』が入手して報
道した）で言及されている。国内法である「航空法上積極的
根拠規定はない」としたうえで、下記の解説が記されている。

Ｂ．「米軍による右の管制業務は、航空法第九六条の管制権を
航空法により委任されて行っているものではなく、合同委員
会の合意の本文英語ではデレゲートという用語を使用してい
るが、これは『管制業務を協定第六条の趣旨により事実上の
問題として委任した』という程度の意味」
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Ｃ．日米地位協定第６条では日米安保のために、民間用と軍事用
の航空管制を日米間で「協調及び整合」を図り、必要な手続きな
どを「両政府の当局間」で取り決めると定めている。実質的には
軍事優先・米軍優先である。

Ｄ．「両政府の当局間」で取り決めたのが、「航空交通管制に関
する合意」（１９７５年）。しかし、その取り決めは「事実上」
の「委任」で、法令上の委任ではない。「事実上」とは正式では
ないが、実際に行なわれていることを黙認する場合に使われる。

Ｅ．正式に法的根拠がないのに、地位協定第６条の「趣旨」を汲
んで、米軍が占領時代から事実上していることだから認めて、
「事実上」の「委任」をしたということ。米軍の特権を認めた。

F. １９４５年の日本敗戦後、占領時代は米軍が日本とその周辺の
航空管制をしていた。５２年４月、対日講和条約が発効して日本は
独立を回復し占領は終わった。安保条約と行政協定（現地位協定）
も発効し、米軍は占領軍から駐留軍に変わって基地の使用を継続。

G. １９５２年６月２５日の日米合同委員会の「航空交通管制に関
する合意」（「５２年合意」）では、日本側が航空管制を安全に実
施できるまでは、引き続き米軍の手にゆだねるとされた。

やがて米軍による日本人航空管制官（運輸省航空局職員）の訓
練・養成が始まり、５５年から徐々に地方空港での「飛行場管制業
務」（飛行場での離着陸などを管制する）が日本側に移管されて
いった。
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H. １９５９年７月、同年６月４日の日米合同委員会の「航空交通
管制に関する合意」（「５９年合意」）にもとづき、米軍基地とそ
の周辺空域を除いた、「飛行場管制業務」、「進入管制業務」（航
空機が離陸後に上昇して航空路に合流するまでと、航空路から着陸
に向かって降下する段階を管制する）、「航空路管制業務」（航空
路に合流してから飛行を続け、目的地の飛行場への着陸コースに進
入するまでを管制する）が日本側に移管された。

I. 本来なら、この時に航空管制は日本側に全面的に移管され、独
立国にふさわしく空の主権が確立されるべきであった。しかし、横
田空域や岩国空域のように、米軍が「進入管制業務」を継続して管
理できる措置を、日米合同委員会の密室協議によって認めた。米軍
は軍事優先の航空管制の既得権を手放したくなかった。占領時代の
延長線上の特権が認められたのである。

J．日本政府は「航空交通管制に関する合意」の合意文書は非公開。
要旨だけは公開。要旨には、米軍に対して基地とその周辺の空域
における航空管制を「認める」とだけ書かれ、「事実上」の「委
任」という部分は隠されている。まさに密約である。

K．外務省機密文書『日米地位協定の考え方・増補版』には、日米合同
委員会は「地位協定又は日本法令に抵触する合意を行うことはできな
い」とある。従って、航空法上の法的根拠がない米軍の航空管制は、
日本法令に抵触し、そもそも日米合同委員会で合意できないものだ。

L．横田空域も岩国空域も軍事優先で、民間航空機の安全かつ効率
的な運航を阻害している。従って、地位協定第６条の民間用と軍
事用の航空管制の「協調及び整合」に合致していない。第６条の
趣旨による「事実上」の「委任」という論理は成り立たない。

【吉田敏浩氏作成資料】

26 / 45



１０．米軍に有利で民間機の安全飛行を阻害する「嘉手納ラプコン移
管密約」

A. ２０１０年３月に「嘉手納進入管制空域」（嘉手納ラプコン）が
日本側に返還・移管されるまで、米軍嘉手納基地を中心に半径約
９０キロ・高度約６１００メートルの円筒状の空域と、久米島飛
行場を中心に半径約５５キロ・高度約１５００メートルの円筒状
の空域を組み合わせた広い空域の進入管制を米軍がしていた。

B. 米軍機優先で、那覇空港北側のルートで離着陸する民間機は、
嘉手納・普天間の両基地に出入りする米軍機の飛行コースを妨げ
ないよう、高度３００メートルという危険な低空飛行を、離陸の
場合は空港から約２４キロの地点まで、着陸の場合は空港まで約
３２キロの地点から、続ける高度制限を強いられていた。

C.日本側に返還・移管されて、「那覇進入管制空域」なったあとも、
米軍機の運用が優先され、那覇空港に発着する民間機は以前と同様
の高度制限を強いられている。米軍機が嘉手納基地や普天間基地に
優先的に着陸するため、民間機の飛行を制限する空域「アライバ
ル・セクター」が設定されているからだ。

D.その背後には、２０１０年３月１８日に日米合同委員会で承認され
た「嘉手納ラプコン移管に関する合意」がある。そこで、アメリカ
側管制官（退役軍人）が那覇空港の国土交通省の進入管制所に常駐
して、嘉手納基地や普天間基地に着陸する米軍機への進入管制を担
当するとの合意。その文書は非公開であり、「嘉手納ラプコン移管
密約」といえる。下記は私が独自に入手した英文の合意文書。
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１１．米軍機優先の空域制限と「航空管制・米軍機優先密約」

Ａ．軍事空域アルトラブ（ＡＬＴＲＶ）。米軍の要請を受けて国土交
通省航空局の航空管制機関が、一定の空域を一定の期間、航空管制上
の通知でブロックして、民間機など米軍機以外の航空機を通れなくし、
米軍専用の空域とするものだ。アルトラブはAltitude Reservationの
略語。直訳すると高度留保で、空域の一時的留保ともいう。実質的な
意味は民間機を締め出す空域制限で、二種類ある。

①固定型アルトラブ：米軍機の訓練や空中給油などのため、一定の
空域をほぼ常時固定的に設定して米軍専用とする。主に沖縄周辺
の海の上空と青森県の三沢基地沖合の上空にある。

②移動型アルトラブ：軍事演習や航空部隊の移動などに際し、米軍機
の飛行ルートに伴って順次、一定の空域を一時的に米軍専用とする。
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C．アルトラブは告示もされず、航空路誌や航空図にも記載されず
「幻の空域」とも呼ばれる。アルトラブの位置、範囲、下限と上限の
高度、期間などは、国土交通省航空局が航空会社などに英文で配信す
るＮＯＴＡＭ（以下、ノータム）という航空情報で通知される。
「米軍の複合的な軍事活動が実施される」「参加機以外の計器飛行の
航空機による空域の通過は航空管制上の承認をされない」という記載
から、米軍がその空域を使用することはわかるが、アルトラブだとは
明記されない。すなわち非公開の扱いである。

D. しかし、米空軍嘉手納基地の第１８航空団の英文資料
「RANGE PLANNING AND OPERATION」（「空域計画と作戦」２

０１６年）などの記載からは、それらが固定型アルトラブとして設定
されていることは明らかである。 「TIGER 」「EAGLE 」 「DRAGON」
といった、固定型アルトラブ特有の名称が記されている。
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E. 日本政府はアルトラブの件数や位置などを、「日米双方の合意が
ない限り公表しないと両政府間で合意されており、公表すると米国
との信頼関係が損なわれるおそれがある」との理由で、情報公開法
による文書開示請求などにも全面不開示としている。国会議員にさ
えも公開しない。日米合同委員会の「米軍機情報隠蔽密約」がある
からだろう。航空関係者によると、アルトラブの設定は年間１００
０件以上に及ぶという。

Ｆ．アルトラブは米軍の既存の訓練空域に加えて、民間機の安全な
運航を圧迫・制限し、妨げている。航空関係の労働組合から成る
航空安全推進連絡会議は国土交通省に、横田空域・岩国空域や訓
練空域やアルトラブなど「民間航空機の安全かつ効率的な運航を
阻害している軍事空域」の削減を要請している。
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Ｇ．地位協定にアルトラブの規定はない。政府はアルトラブを「米
軍の円滑な活動を確保することが、日米安保条約の目的達成のた
めに緊要であるとの観点から、米軍の任務の所要を勘案し、また、
民間航空交通の安全の確保のため必要な調整を行いつつ設定す
る」と、常套手段として安保条約を持ち出して正当化する。

H. アルトラブには、実は日米合同委員会が関係している。外務省
ホームページの日米合同委員会の合意の要旨「航空交通管制（改
正）」（１９７５年５月）、「米国政府は、軍用機の行動のため
空域の一時的留保を必要とする時は、日本側が所要の調整をなし
うるよう、十分な時間的余裕をもって、その要請を日本側当局に
対して行う」。しかし、アルトラブの手続きを述べただけ。

I.アルトラブの提供については、日米合同委員会の１９５９年
６月４日付の「航空交通管制に関する合意第三付属書」に、
こう記されている。

「在日合衆国軍の要求にもとづき、民間、軍を問わず、すべ
ての航空機関に優先する空域制限（高度制限）を航空交通管
制本部をして提供せしめること」

同付属書は『日米安保条約全書』（渡辺洋三・吉岡吉典編、
労働旬報社、１９６８年）に、編者が独自に入手して載せてい
る。
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J．日本側の航空交通管制当局は、米軍の要求に応じて最優先でア
ルトラブを提供するとの合意。外国軍隊の要求が優先され、民間
機に空域制限が課される。日本の空の主権が米軍に制約される。
同付属書は非公開なので「米軍機アルトラブ密約」といえる。

K．「第三付属書」は１９７５年の「航空交通管制に関する合意」
が成立した際に、失効したとされる。だが、アルトラブの提供は
続いていることから、上記の部分が７５年以降も提供の根拠とし
て、合意の第８条に組み込まれたのではないだろうか。そして、
その部分は外務省公表の要旨では伏せられたのではないか。アル
トラブ提供の根拠は秘められたままだ。密約は生きていると考え
られる。

L．さらに、「航空交通管制に関する合意」には、米軍機に航空
管制上の「優先的取り扱いを与える」という特権を認める取り
決めも含まれている。

M．「日本政府は米国政府の要請」に応じ、「防空任務に従事す
る航空機」と「あらかじめ計画された戦術的演習に参加する航
空機」について、「航空交通管制承認に関し、優先的取り扱い
を与える」という内容だ。
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N．しかし、米軍に対して航空交通管制承認の「優先的取り扱いを
与える」との規定は地位協定にはない。国内法である航空法にも、
地位協定に伴う航空法特例法にもない。アルトラブ同様、ただ日
米合同委員会の密室の合意で取り決め、その合意文書を非公開に
しているのだ。「航空管制・米軍機優先密約」と呼べる。

O．アルトラブはこの「優先的取り扱い」の最たるものだ。その米
軍優先の結果、民間機の安全かつ効率的な運航が阻害され、「空
の米軍基地」が密かに増殖している。
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P. 沖縄の周辺上空の固定型アルトラブ。２０１５年１２月に、図４
のように、既存の７つの訓練空域の大部分を内包するかたちで新設
された。その結果、沖縄周辺で米軍が訓練に使う空域が全体で、既
存の訓練空域の１・６倍へと大幅に拡大した。民間機の運航をさら
に圧迫している（『琉球新報』２０１８年３月２６日）。

Q.米空軍嘉手納基地の第１８航空団の英文資料「RANGE PLANNING
AND OPERATION」（「空域計画と作戦」）によると新設された固定
型アルトラブは１１ヵ所。「TIGER 」「EAGLE 」「LION」「MOOSE-
NORTH 」「 MOOSE-SOUTH-LOW 」「 MOOSE-SOUTH-HIGHH 」「 EDIX-
TIGER and EDIX-LION 」「 EDIX-MOOSE 」「 BROWNS 」「 TYBEE 」
「DRAGON」といった、固定型アルトラブ特有の名称が付いている。

１２．米軍機の飛行活動に関する情報を、日米両政府の合意なしに
は一切公表せず、秘密にする「米軍機情報隠蔽密約」

Ａ．穀田恵二衆院議員（共産党）が国会質問で密約文書である、日
米合同委員会の合意「米軍航空機の行動に関する情報の不公開につ
いて」を暴露。

Ｂ.「両国政府は、飛行計画、交信記録、航空機運航票記載事項又
は高度留保要求等の個々の米軍機の行動に関する事項は、いずれ
の政府も双方の合意なしには公表しないものである旨、了解す
る」（１９７５年）
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Ｃ．日本政府は飛行計画や交信記録など「個々の米軍機の行動に関
する事項」の情報を把握しているにもかかわらず、飛行訓練ルー
トなど詳細な情報は、国会答弁などで「承知していない」と偽っ
て、隠そうとしてきた。

Ｄ．航空法にもとづき、個々の米軍機の飛行計画は自衛隊経由で国
土交通省に事前に通報されている。出発飛行場、出発時刻、飛行
ルート、高度、目的飛行場、所要時間などの情報を政府は把握し
ているのだ。しかし、それを隠してきたのは、背後に日米合同委
員会の密約があったからにちがいない。
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Ｅ．本来、米軍は既存の訓練空域内で訓練飛行をすべきなのに、
全国どこでも制約なしに飛び交って、住民に騒音と危険をもた
らしている。自治体が住民の不安を踏まえて米軍機の情報提供
を求めるのは当然であろう。米軍機と自治体の防災ヘリやドク
ターヘリのニアミスや衝突事故などの危険がある。実際にニア
ミスも起きている。

Ｇ．米軍機の訓練ルートや訓練時間など具体的な情報は非公開。そ
の背後には、日米合同委員会の「米軍機情報隠蔽密約」がある。

安全のため、自治体や全国知事会がせめて飛行ルートや訓練の
時間を事前に知らせてほしいと求めても、情報隠蔽が続いている。
国民の安全・安心よりも米軍の軍事的都合を優先させている

１３．米軍が自衛隊の訓練空域を使用する法的根拠も曖昧で、
地位協定上も根拠がない

A. 横田空域の北半分にあたり、群馬・新潟・長野・福島・栃木の
各県にまたがる自衛隊の高高度訓練空域「エリアＨ」と低高度
訓練空域「エリア３」（「ホテル空域」）、岩国空域のほぼ北
半分にあたり広島・島根両県にまたがる同「 エリアＱ」と同
「エリア７」（「エリア５６７」）を米軍は使って、低空飛行
訓練などをしている。実態としては米軍の専用同然の使われ方
をしてきている。
その他、北海道西方と青森・秋田・山形県西方の日本海上空にあ
る自衛隊の高高度訓練空域「エリアＣ」なども米軍は使用。
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B. なぜ自衛隊の訓練空域を米軍が使用できるのか。曖昧な法的根拠。

「（自衛隊の訓練空域は）防衛省と国土交通省の協議により設定される空
域である。他方、この空域は、自衛隊が排他的に使用することを認められ
たものではなく、したがって自衛隊は、米軍機による空域の使用を認めた
り、拒んだりする立場にはない」（２０１４年２月１８日、衆議院予算委員会、
中島明彦防衛省運用企画局長の答弁）。
独立国としての主権を放棄するかのような無責任な政府答弁。

C.地位協定第２条の米軍と自衛隊が施設及び区域を共同使用する規
定（第２条４項ｂ）にもとづいて、自衛隊と米軍が共同使用してい
るわけでもない。

D. 外務省機密文書『日米地位協定の考え方・増補版』は、自
衛隊の訓練空域は特定の「国内法によって定められている空域
ではない」としたうえで、おおむね次のように説明している。
以下はその要約である。

米軍機は飛行訓練のため自衛隊の訓練空域を使用している。
航空法など国内法は、「航空機の飛行訓練を一定の訓練空域で
実施すべき」と定めてはいない。だから、自衛隊の訓練空域は
「国内法によって定められている空域」ではない。また、自衛
隊だけに使用を認めているわけではない。自衛隊以外の組織が
使用するために必要な条件、手続きなどを法律で定めているわ
けでもない。
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E. 自衛隊の訓練空域は、何らかの法令にもとづいて定められた空域
ではなく、「航空交通安全緊急対策要綱」にもとづき航空交通の安全
を図るための「行政上の措置」として、防衛庁（現防衛省）と運輸省
（現国土交通省）が協議して設定したものである。米軍は自衛隊と調
整したうえで、自衛隊の訓練空域を使用しているのが実態である。

F. この「行政上の措置」が自衛隊の訓練空域の法的根拠というのが、
政府の見解。「国内法によって定められている空域」ではないが、
「行政上の措置」という一種の行政手続きで、自衛隊の訓練空域の設
定が可能だというのである。米軍は自衛隊と調整して使用する。

しかし、外務省機密文書の説明は、米軍による自衛隊の訓練空域の
使用の法的根拠を示してはいない。単に、手続きについて述べている
だけだ。

G. 地位協定上、何の根拠規定もない米軍による自衛隊の訓練空域
の使用を、日本政府は結局、全国各地の低空飛行訓練のケース同
様、米軍の施設・区域外での飛行訓練を安保条約を持ち出して認
めている。地位協定に法的根拠はないにもかかわらず。

「一般に、日米地位協定は、低空飛行訓練をふくめ、実弾射撃を伴
わない飛行訓練について、在日米軍の使用に供している施設・区域
の上空に限っておこなうことを想定しているわけではなく、在日米
軍は、施設・区域でない場所の上空において飛行訓練をおこなうこ
とが認められている」（２０１３年３月１２日、衆議院予算委員会、
岸田文雄外務大臣の答弁）
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1４．日本の空の主権を回復し、米軍の訓練飛行など軍事活動に
よる人権侵害を防止するために

Ａ．これまで見てきたように、地位協定に法的根拠のない米軍
機の施設・区域外での低空飛行訓練などを、日本政府は安保条
約を持ち出して正当化している。しかし、それはあくまでも外
務官僚による解釈にすぎない。不当なものである。

B. 横田空域や岩国空域での米軍の航空管制、米軍へのアルト
ラブの提供も、地位協定に法的根拠はなく、地位協定の趣旨を
拡大解釈して、日米合同委員会の合意で米軍に特権を与えてい
る。合意文書の全文を非公開とする日米合同委員会の密室の合
意に、そのような効力を与えていること自体、地位協定の法的
根拠があってのことではない。

C. 外務省機密文書『日米地位協定の考え方・増補版』には、日米合
同委員会は「地位協定又は日本法令に抵触する合意を行うことはで
きない」とある。

従って、航空法上の法的根拠がない米軍の航空管制や、米軍機の
飛行に航空管制上の優先的取り扱いを与えることは、日本法令
に抵触し、そもそも日米合同委員会で合意できないものだ。

D. 地位協定に法的根拠のない米軍機の施設・区域外での低空飛
行訓練を認めた日米合同委員会の合意「在日米軍による低空飛
行訓練について」は、地位協定に抵触している。
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E. 地位協定について法的観点から詳述した『在日米軍地位協定』
（本間浩、日本評論社、一九九六年）は、日米合同委員会で合意でき
る事項の範囲は、「地位協定の実施に関する細則」に限られており、
「地位協定に定められている原則の内容を変更したり、地位協定に定
められていない新たな原則を設定すること」はできないと指摘。

F. 地位協定にもとづくとされる米軍の訓練空域が、施設・区域の提
供と位置づけられて２８カ所設定されている。日本中どこでも米軍の
訓練場所とならないよう、外国軍隊の行動に一定の歯止めをかけてい
るのだ。それが「地位協定に定められている原則」。施設・区域外で
の飛行訓練を認めることは、まさに地位協定の原則の内容の変更ある
いは新たな原則の設定にあたる。だから、米軍の施設・区域外での飛
行訓練を大前提とする合意を、日米合同委員会で交わすこと自体、正
当性がないといえる。

G．横田空域・岩国空域、施設・区域外での低空飛行訓練、アル
トラブ、米軍の自衛隊訓練空域の使用など、本来、地位協定や
国内法令に法的根拠がないこと、国内法に抵触し、地位協定に
抵触（地位協定の原則に反する）する日米合同委員会の合意や
政府の拡大解釈のおかしさ、不当性を広く知らせて訴えなけれ
ばならない。

H. 米軍という外国軍隊により主権が侵害され、その結果、憲法
で保障された人権も侵害されている。このような状態で、日本
は真の独立国・主権国家といえるのか。
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I. 厚木基地を拠点としていた米空母艦載機はイラク戦争に出撃
して空爆をしてきた。米空軍の三沢基地所属のＦ１６戦闘機
も、サウジアラビアの航空基地に出動し、イラク攻撃に参加
した。日本の空が米軍の戦争のスキルアップのための訓練エ
リアとして利用されている。日本も間接的な戦争の加害者の
立場に。このようなままでいいのだろうか。

J. しかし、このままでいいはずはない。横田空域や岩国空
域のような外国軍隊の手に委ねる空域の存在を許さず、米
軍機の訓練飛行にも制限を加えているドイツやイタリアの
ように現状を改めていくべきだ。

低空飛行訓練など施設・区域外での訓練飛行、アルトラ
ブ、自衛隊訓練空域の使用なども止めさせるべきである。
最低安全高度などの規定を米軍に守らせるため航空法特例
法の改正も必要である。

K．基地の運営などに「必要なすべての措置をとれる」米軍
の排他的管理権を見直し、ドイツやイタリアのように国内
法を原則として米軍に適用し、必要な規制をかけられるよ
う、独立国にふさわしく地位協定を抜本的に改定しなけれ
ばならない。
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E．2018年、全国知事会が初めて地位協定の抜本的見直しを求め
る提言を発表し、日本政府に要請するなど、同様の問題意識も
広がりつつある。
「航空法や環境法令などの国内法を原則として米軍にも適用さ
せることや、事件・事故時の自治体職員の迅速かつ円滑な立入
の保障などを明記すること」を、提言は求めている。

F．日本政府は改定に後ろ向きだ。「運用の改善」と称する小手
先の対応ばかりで、米軍の特権を見直そうとする姿勢はない。
しかも、駐留外国軍隊には特別の取決めがない限り受入れ国の
法令は適用されない、との見解を示す。

G．しかし、駐留外国軍隊への国内法の原則適用は、実は国際的な
常識である。

沖縄県がドイツ、イタリア、ベルギー、イギリスに調査団を送
り、日米地位協定と比較してまとめた「他国地位協定調査報告書
（欧州編）」によると、各国では米軍に対し航空法や環境法令、
騒音に関する法令など国内法を原則適用している。
低空飛行訓練も高度、飛行時間、訓練区域などに規制をかけてい

る。横田空域や岩国空域のような米軍が航空管制を一手に握る空
域もない。基地の排他的管理権も認めず、受入れ国の軍や自治体
などの当局者の立入り権も保障される。

H．日本とは異なり、「自国の法律や規則を米軍にも適用させるこ
とで自国の主権を確立、米軍の活動をコントロール」している。
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I．国会に「日米地位協定委員会」を設置し、国政調査権により
日米合同委員会の合意文書や議事録の全面的な情報公開をさせ
るべき。

J．米軍の特権を認める合意・密約も廃棄し、地位協定の解釈と
運用を国会の管理下に置き、地位協定の抜本的改定とともに日
米合同委員会も廃止すべき。

地位協定を改定しても合同委員会の密室の合意（「日米両政
府を拘束する」）システムが残れば、米軍優位の不平等な構造
は解消されない。
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